
Ⅶ 農 業 経 営 の 部 

解      説

この部には、「農業経営統計調査（「営農類

型別経営統計」、「経営形態別経営統計」及び

「農畜産物生産費統計」）による農業経営に関

する統計を掲載した。 

 

１ 調査の概要 

 (1)  調査の目的 

この調査は、農産物の販売を目的とする農

業経営体の経営及び農畜産物の生産費の実

態を明らかにし、農業行政の資料を整備す

ることを目的に実施した。 

 なお、調査体系は、次のとおりである。 

 

「農業経営統計調査」体系図 

 

(2) 調査の対象 

2015年農林業センサスに基づく農業経営 

体のうち、農業生産物の販売を目的とする

「農業経営体」を対象としている。 

 

 (3)  調査の定義等 

ア 「農業経営体」とは、①経営耕地面積が

30ａ以上の規模の農業、②農作物の作付面

積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又はそ

の出荷羽数、その他の事業の規模が、次に

示す農業経営体の外形基準（面積、頭数等

の物的指標）以上の農業を行うものをい

う。 

（農業経営体の外形基準） 

露地野菜作付面積        15 ａ 

施設野菜栽培面積       350 ㎡ 

果樹栽培面積          10 ａ 

露地花き栽培面積        10 ａ 

施設花き栽培面積       250 ㎡ 

搾乳牛飼養頭数         １ 頭 

肥育牛飼養頭数         １ 頭 

豚飼養頭数           15 頭 

採卵鶏飼養羽数        150 羽 

ブロイラー年間出荷羽数   1,000 羽 

その他   １年間における農業生産物 

         の総販売額50万円に相当する

事業規模 

なお、農業経営統計調査において調査対

象とする農業経営体は、農作業の受託事業

のみを行う農業経営体を除く。 

イ 「個人経営体」とは、農業経営統計調査

において調査対象とする農業経営体のう

ち、家族（世帯）による農業経営を行う経

営体で、法人格を有しないものをいう。 

  なお、同一世帯内で、複数の者がそれぞ

れ独立した経営管理又は収支決算のもとに

農業経営を行う場合は、それぞれを別の農

業経営体とする。 

ウ 「法人経営体」とは、法人格を有する経

営体をいい、具体的には会社法に基づく株

式会社、合名・合資会社及び合同会社並び

に農業協同組合法に基づく農事組合法人等

をいう。 

なお、家族による農業経営を行う経営体の

うち法人化している経営体（いわゆる「一戸
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〔作成する統計の種類〕

○営農類型別経営統計

　（全農業経営体、個人経営体、法人経営体）

・水田作経営（注：３）

・畑作経営

・露地野菜作経営

・施設野菜作経営

・果樹作経営

・露地花き作経営

・施設花き作経営

・酪農経営

・繁殖牛経営

・肥育牛経営

・養豚経営

・採卵養鶏経営

・ブロイラー養鶏経営

○経営形態別経営統計

　（全農業経営体、個人経営体、法人経営体）

注：１）　全農業経営体とは、個人経営体と法人経営体を合わせて集計したものである。

　　２）　経営形態別経営統計は、13の営農類型にその他経営を加えて集計したものである。

　　３）　水田作経営には、法人経営体のうち、集落営農を含む。

農 業 経 営 統 計 調 査

営農類型別経営統計

個人経営体

法人経営体

畜産物生産費統計

農産物生産費統計



一法人（個別法人）」）を含む。 

エ 全農業経営体 

個人経営体及び法人経営体を合わせた総

称である。 

オ 営農類型別経営統計 

「営農類型」とは、農業経営体の作物別

の販売収入を「水田作」、「畑作」など14

類型に区分し、最も収入が大きい区分に分

類した農業経営体の経営のタイプをいい、

それぞれのタイプごとに経営収支等に関す

る統計を作成している（「その他経営」を

除く。）。本書では、水田作経営のみ掲載

した。 

 

カ 経営形態別経営統計 

「経営形態」とは、構成員の性格及び法

人格の有無により分類した農業経営体の経

営タイプをいい、営農類型別経営統計で取

りまとめた結果に、「その他経営」に分類

した調査対象経営体を加えて集計したもの

である。 

キ 農産物生産費統計 

「農産物生産費統計」とは、調査対象品

目ごとに農産物の生産活動を維持・継続す

るために投入した費用別のコストに関する

統計を作成している。本書では、米及び大

豆生産費のうち個別経営のみ掲載した。 

なお、それぞれの生産費統計を取りまと

めるにあたり、調査対象経営体を次のとお

りとしている。 

(ｱ) 米生産費統計については、農業経営統

計調査の農業経営体のうち、水稲を作付

けし、玄米を600kg以上販売する経営体

を対象とした。ただし、10ａ当たり平均

収量（過去５か年の10ａ当たり収量のう

ち、最高及び最低の年を除いた３年間の

平均）に対する調査年の収量の増減率が

±20％以上の経営体は除いて集計した。 

(ｲ) 大豆生産費統計については、農業経営

統計調査の農業経営体のうち、大豆を10

ａ以上作付けし、販売する経営体を対象

とした。ただし、10ａ当たり平均収量に

対する調査年の収量の増減率が±70％以

上の経営体は除いて集計した。 

 

(4) 調査期間 

調査期間は、作成する統計により以下の

とおりである。 

ア 営農類型別及び経営形態別経営統計 

(ｱ) 個人経営体 当年１月１日～12月31日

までの１年間 

(ｲ) 法人経営体 調査対象経営体ごとに当

年４月から翌年３月までに迎えた決算期

の終了月前１年間 

イ 米、大豆生産費統計 

  個別経営体 当年１月１日～12月31日ま

での１年間 

       

 (5) 調査の方法 

職員又は統計調査員が調査票を調査対象

経営体に配布し、原則として、調査対象経

営体が記入し、郵送、オンライン又は職員

若しくは統計調査員による訪問により回収
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営 農 類 型 の 分 類 基 準

稲、麦類、雑穀、いも類、豆類、工芸農作物の販売収入の
うち、水田で作付けした農業生産物の販売収入が他の営
農類型の農業生産物販売収入と比べて最も多い経営

稲、麦類、雑穀、いも類、豆類、工芸農作物の販売収入の
うち、畑で作付けした農業生産物の販売収入が他の営農
類型の農業生産物販売収入と比べて最も多い経営

野菜の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入
と比べて最も多い経営

露地野菜作経営
野菜作経営のうち、露地野菜の販売収入が施設野菜の販
売収入以上である経営

施設野菜作経営
野菜作経営のうち、施設野菜の販売収入が露地野菜の販
売収入より多い経営

果樹の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入
と比べて最も多い経営

花きの販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入と
比べて最も多い経営

露地花き作経営
花き作経営のうち、露地花きの販売収入が施設花きの販
売収入以上である経営

施設花き作経営
花き作経営のうち、施設花きの販売収入が露地花きの販
売収入より多い経営

酪農の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入
と比べて最も多い経営

肉用牛の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収
入と比べて最も多い経営

繁殖牛経営
肉用牛経営のうち、繁殖用雌牛の飼養頭数が肥育牛の飼
養頭数以上である経営

肥育牛経営
肉用牛経営のうち、繁殖用雌牛の飼養頭数より肥育牛の
飼養頭数が多い経営

養豚の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売収入
と比べて最も多い経営

採卵養鶏の販売収入が他の営農類型の農業生産物販売
収入と比べて最も多い経営

ブロイラー養鶏の販売収入が他の営農類型の農業生産物
販売収入と比べて最も多い経営

上記の営農類型に分類されない経営その他経営

営 農 類 型の 種類

水田作経営

畑作経営

野菜作経営

果樹作経営

花き作経営

酪農経営

肉用牛経営

養豚経営

採卵養鶏経営

ブロイラー養鶏経営



した。 

  なお、調査対象経営体が作成している決算

書類等については、協力が得られた場合に

は、調査票の提出に代えて、当該書類を郵

送、オンライン又は職員若しくは統計調査員

による訪問により提供を受けた。 

 

２ 用語の解説 

(1) 経営形態別経営統計（全農業経営体、個人

経営体、法人経営体、主副業別共通） 

ア 農業経営収支の概要 

 (ｱ) 農業粗収益とは、１年間の農業経営に

よって得られた総収益額であり、具体的に

は、農業現金収入（農産物の販売収入）、

現物外部取引価額（現物労賃及び物々交換

によって支払手段とした農産物等の評価

額）、農業生産関連事業消費額、農業生産

現物家計消費額（家計消費に仕向けられた

自家生産農産物の評価額）、年末未処分農

産物の在庫価額、共済・補助金等受取金等

の合計額から、年始め未処分農産物の在庫

価額を差し引いたものである。 

(ｲ) 農業経営費とは、農業粗収益を得るため

に１年間の農業経営に要した一切の経費で

あって、当年における流動的経費及び当年

に負担すべき固定資産の減価償却費からな

っている。したがって、自作地地代、自己

資本利子、家族労賃は含まない。 

また、自家農産物を再び農業経営に消

費したいわゆる中間生産物及び家計廃残物

は、農業経営費には算入していない。 

(ｳ) 農業所得＝農業粗収益－農業経営費 

(ｴ) 農業生産関連事業の収支には、農業経営

者が経営権を持っている事業の収支を計上

した。 

(ｵ) 農業生産関連事業所得＝農業生産関連事

業収入－農業生産関連事業支出 

(ｶ) 「農業生産関連事業」とは、当該農業経

営体が経営する農産加工、農家民宿、農家

レストラン、観光農園、貸し農園等の農業

に関連する事業であって、①従事者がいる

こと、②当該農業経営体が生産した農産物

を使用していること、③当該農業経営体が

所有又は借り入れている耕地若しくは農業

施設を使用していることのいずれかに該当

するものをいう。 

なお、農産加工を行っている場合で

も、専用の作業場所及び従事者を置かな

い場合は農業の範ちゅうとした。 

イ 経営の概要 

(ｱ) 経営耕地面積は、農業経営体の経営す

る耕地で田、畑及び牧草地をいう。一時

的な休耕地も含む。 

(ｲ) 自営農業労働時間とは、自家農業労働

時間（家族、ゆい・手間替受、常雇・臨

時雇、手伝い受等）と農作業受託に関わ

る労働時間をいう。 

(ｳ) 農業固定資産額とは、建物（構築物を

含む）＋大農具（農用自動車を含む）＋

植物＋動物の農業固定資産額で年始及び

年途中に購入等で増加し、当年中に使用

を開始した資産をいう。なお、土地は含

めない。 

ウ 農業粗収益 

(ｱ) 作物収入とは、水田作、畑作、野菜

作、果樹作、花き作等に係る農業経営費

により生産された農産物から得られた収

入をいう。 

(ｲ) 共済・補助金等受取金とは、各種農業

共済や農業に関する制度受取金等を合計

したものをいう。 

 

(2) 営農類型別経営統計（主副業別） 

主副業別とは、個人経営体において、農業

従事者の自営農業労働日数及び、自営農業の

所得状況を判定基準により区分したものであ

る。 

 

(3) 営農類型別経営統計（法人経営体） 

経営の概要 

有給役員とは、法人の取締役、理事などで

役員報酬を得ている者をいう。 

なお、役員報酬を得ている者であっても、

当該経営体の農業に従事していない者は除
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く。 

  

(4) 農産物生産費統計 

ア 家族労働費とは、家族労働時間に「毎月

勤労統計調査」（厚生労働省）の「建設

業」、「製造業」及び「運輸業・郵便業」

に属する５～29人規模の事業所における賃

金データ（都道府県単位）を基に算出した

男女同一単価（当該地域で男女を問わず実

際に支払われた平均賃金）を乗じて評価し

たものである。 

イ 自作地地代とは、その地方の類地（調査

対象作目の作付地と地力等が類似している

作付地）の小作料で評価したものである。 

ウ 自己資本利子とは、総資本額から借入資

本額を差し引いた自己資本額に年利率４％

を乗じて算出したものである。 

 

３ 営農類型別経営統計における調査体系等の

見直し 

   令和元年の調査結果から、①法人化の動き

が進展する農業経営の実態を的確に把握する

ため調査対象区分（農業経営体の区分）の見

直し、②報告者負担の軽減及び調査の効率化

の観点から青色申告決算書等の税務申告資料

を転記する調査票に変更する等の見直しを行

っており、主な変更点は次のとおりである。 

 

(1) 調査対象区分の見直し 

農業経営における法人化推進の動きを踏ま

え、従前の個別経営体に含まれていた一戸一

法人を組織法人経営体に統合し、新たに個人

経営体と法人経営体の区分に変更した。 

 

新旧調査対象区分の比較 

 

(2) 調査対象品目の追加 

税務申告書資料からの転記を基本とする調

査票への変更に伴い、税務申告上、農業の範

ちゅうに分類されている「栽培きのこ類」

を、「その他経営」に追加した。 

 

  (3) 調査票及び調査項目の変更 

調査項目及び表章項目を会計基準に則った

項目に統一した。 

具体的には、従来、個別経営体と組織法人

経営体で統一されていなかった項目の名称

を、原則、税務申告資料における「事業収支

の概要」や「損益計算書」の各項目の名称に

統一を行った。 

また、従来、個別経営体と組織法人経営体

の両者を比較するため、組織法人経営体にお

いて労務費、地代、人件費及び負債利子を構

成員帰属分とそれ以外に区分して把握してい

たが、統一項目での把握となったことから、

構成員帰属分とそれ以外とを区分せずに把握

するよう変更した。 

これら変更に伴い、従前での収入及び支出

の各項目で、見直し後の接続が困難な項目

（不突合項目）が発生しており、時系列比較

を行う場合等には、留意する必要がある。 

なお、新旧調査体系における収入・支出項

目の対応図を、解説113に記載した。 

 

(4) 母集団の統合及び平均値算出方法の変更 

従来、個別経営体と組織法人経営体とで別

々の母集団に基づき平均値を算出してきた

が、令和元年結果からは、全農業経営体の平

均値を集計するため、両者を統合した母集団

を作成し、その統合した母集団に基づいた拡

大乗率を付与して平均値を算出している。 

なお、全農業経営体、個人経営体及び法人

経営体のそれぞれで営農類型別階層別平均値

を作成する必要があることから、従来の階層

区分の見直しも行っている。 
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（ 従 前 ） 非法人 1戸1法人 組織法人

組織法人経営体

（見直し後） 非法人 1戸1法人 組織法人

個人経営体

個別経営体

法人経営体



営農類型別経営統計での新旧調査体系における収入・支出項目の対応図 

この部についての照会先 

  統計部 経営・構造統計課 

   電話(076)263-2161 内線 3636 

   直通(076)232-4894 

解 説 111 

農業共済掛金、 制度拠出金の一部
(肉用牛生産者補給金拠出金等)

繁殖用豚(種雄豚・雌豚)
【減価償却資産台帳等で整理】

交 際 費 ( 会 合 ・ 接 待 費 )

農用自動車の任意保険掛金、農用建物の災害共済掛金 

農機具、自動車、建物等の修繕 (大修繕を除く)

土 地 改 良 及 び 水 利 費

植物、動物、農用自動車 、
農機具、農用建物、

企画管理機器

飼 料

農 業 薬 剤

光 熱 動 力

減
価
償
却
費

農 薬 衛 生 費

減 価 償 却 費

雇 人 費

○ 繁殖用豚（種雄豚・雌豚）は、償却資産として償却資産台帳で整理します。
○ 収入減少影響緩和対策及び加工原料乳生産者経営安定対策の積立金相当額の拠出金は、

 貸借対照表において経営積立金等への積立て扱いとなります。

租 税 公 課

種 苗 費

素 畜 費

物 件 税 及 び 公 課 諸 負 担

種 苗 ・ 苗 木

肥育用子畜、 採卵用ひな、種付け料
動 物

動 力 光 熱 費

肥 料

自 家 生 産 種 子 等

自 家 生 産 肥 料 肥 料 費

自 家 生 産 飼 料 飼 料 費

土 地 改 良 費

雇 用 労 賃

利 子 割 引 料 負 債 利 子

農 用 自 動 車 維 持 修 繕

小 農 具 ・ 農 具 修 繕

農 用 建 物 維 持 修 繕

小農具等の購入 

農作業用被服、軍手等の購入 

小修繕等に使用する材料の一部 

農 具 費

修 繕 費

作 業 用 衣 料 費

農 業 共 済 掛 金

諸 材 料

荷 造 運 賃 手 数 料市 場 手 数 料 等

諸 材 料

包 装 荷 造 運 搬 料

共 済 ・ 制 度 積 立 金 等

雑 支 出

農 業 雑 支 出

地 代 ・ 賃 借 料

支払地代、作業委託料、農機具賃借料、
農協などの共同施設利用料

自家農産物の加工賃、飼料加工賃、
牛の預託料、生乳検査料、乳牛検定料、
土壌診断料、農畜産物運搬料・保管料、

廃棄物処理料等

企画管理費、雑支出、制度拠出金の一部 

支 払 小 作 料

賃 借 料 等

作 業 委 託 料

企 画 管 理 費

制度拠出金の一部

(収入減少影響緩和対策積立金等)

【貸借対照表で整理】

栽 培 き の こ 類 の 収 入 販 売 金 額

(29体系 では 林業 収入 に分 類) （ 作 物 別 ）

自 家農 業へ の中 間生 産物 家 事 ・ 事 業 消 費 金 額 農 業 生 産 関 連 事業 消費

投 入 評 価 額 （ 一 括 ） （ 作 物 別 ）

農業経営統計調査では未計上 生 産 現 物 家 計 消 費

(内部循環で所得額は同じ) （ 作 物 別 ）

農 業 共 済 受 取 金

制 度 受 取 金 の 一 部

収入減少影響緩和対策交付金のうち

積立金相 当額 （交 付金 の1/4 ）等

収入減少影響緩和対策及び加工原料乳生産者経営安定対策の積立金相当額の受取金

は、貸借対照表において経営積立金等からの払い戻し扱いとなります。

農 協の 事業 分量 分配 金等 雑 収 入

従前の主産物販売収入には、主産物の販売（取引）価額から市場手数料等を

控除した額を計上しているが、令和元年体系の税務申告を利用 した販売金額

には市場手数料等を含む額を計上 （市場手数料を控除した額での計上も可と

する特例あり）

平成29年体系(営農類型別経営統計) 

農 作 業 託 収 入

農業共済・制度受取金等

そ の 他 雑 収 入

受

取

等

令和元年体系(税務申告関係資料(青色申告収支決算書)) 

主 産 物 販 売 収 入

副 産 物 販 売 収 入

現物支給(支払)評価額

他家への贈り物評価額

販

売

収

入

（

作

物

別

）

内

部

仕

分

け


